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＜今週のトピックス＞ 

離職者増加への対策 

  

新型コロナウイルスの感染拡大が始まり、2 年が経過しました。現在米国では離職者

数が過去最多となり、医療、小売り、飲食サービスなどの様々な分野で人員不足が深

刻な問題となっています。2021 年 1 月～10 月までに提出された辞表の数は約 3,900 万

にも及ぶと言われており、これは米国人口 3 億 3190 万人（2021 年 7 月時点）の約 1

割にも相当します。離職者増加の要因としては、新型コロナウイルス対策としての国

による手厚い金銭的補助などによる労働意欲の低下や、コロナ蔓延の長期化により精

神面で支障をきたし、職場を変えたり仕事との向き合い方を見直す人が増加している

こと等が要因だと言われています。 

なぜ精神的支障を持つ人が増えているのでしょうか。要因の一つは在宅勤務の増加

です。On/Off の切り替えの難しい在宅での勤務が続く状況に、成果へのプレッシャー

や運動不足による心身の不調、コミュニケーション不足による閉塞感や孤独感を持つ

人も少なくなく、それらが精神的支障を抱える人を増加させる要因の一つとなってい

ます。また労働時間の増加も要因の一つです。企業側の管理体制上の問題もあります

が、在宅勤務により通勤時間がなくなったことで業務の開始時間と終了時間が不規則

になり、労働時間の増加につながっています。さらにオンライン会議も業務効率化と

なる一方で、会議数の増加が仕事量の増加につながり、一日の業務密度が上がり過ぎ

てしまう副作用もあるようです。考える時間や一息付く時間が失われることで消化不

良を起こし、結果として労働者の精神面に影響を与える要因となっています。 

ではこのような環境下、企業はどのように離職者増加を防止し人員を維持していけ

ば良いのでしょうか。米国内の企業の新たな取り組みとしては、日用品製造大手のユ

ニリーバでは給料は変えずに週休 3 日とする試験的な取り組みを始めています。ま

た、サバティカル休暇という制度が徐々に広まっています。「サバティカル」とは、
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使途に制限がない職務を離れた長期休暇を指す言葉ですが、あるソフトウェア会社で

は 6 週間の有給休暇制度を導入しています。シティグループでは基本給の 25％を支給

し最大 12 週間の休暇を付与しています。またゴールドマン・サックスでは無給ではあ

りますが 6 週間の休暇を支給するなどの取り組みが行われています。これらの休暇制

度は、全社員の取得が必須ではなく、希望者が利用できる制度であることが特徴と言

えます。休暇制度以外の方法では、従業員の要望や考えに耳を傾け、昇進や昇給、新

たな役割を与えるといった方法が挙げられますが、ある企業では離職を考えている従

業員に対し、新たなポストの話を持ち掛け、離職を食い止めるといった先行した動き

をしているようです。 

まだコロナ禍が収束するには時間が掛かると思われます。企業の大きな財産である

人材を確保していく上では、働き方の変化への企業側の柔軟な姿勢や迅速な対応がよ

り一層求められるようです。 

 

（出所：Wall Street Journal）  
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